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清須市まち・ひと・しごと創生総合戦略2025 

（１）策定の基本的な考え方 

策定の目的 

○ 地方における人口の急減、超高齢化という我が国の課題の解決に向けて、2014（平成 26）

年 11 月「まち・ひと・しごと創生法」が成立し、同年 12 月、「まち・ひと・しごと創生長

期ビジョン」と「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定されました。「まち・ひと・

しごと創生法」においては都道府県・市町村による「地方版総合戦略」の策定が努力義務

とされており、本市においても 2016（平成 28）年２月に「清須市まち・ひと・しごと創生

総合戦略」を、2019（令和元）年 12 月に「清須市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2020」

を策定し、地方創生の取組を進めています。 

○ 「清須市まち・ひと・しごと創生総合戦略 2020」の策定後、国においては地方創生に向

けた取組をデジタル活用によって加速させ、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社

会」の実現を目指した、「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を、2022（令和４）年 12月

に定めました。 

○ 本市においてもこれまでの総合戦略に基づく取組を継承しつつ、新たに国が示す「デジ

タル基盤の整備」「デジタル人材の育成・確保」「誰一人取り残されないための取組」等の

考え方も踏まえたうえで、新たな状況下において本市で実施すべき地方創生に向けた取組

を体系的に整理するため、2025（令和７）年度から始まる新たな総合戦略として、「清須市

まち・ひと・しごと創生総合戦略 2025」を策定します。 

 

■まち・ひと・しごと創生法の目的 

少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏へ

の人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわた

って活力ある日本社会を維持していくために。まち・ひと・しごと創生（※）に関する

施策を総合的かつ計画的に実施する。 

※まち・ひと・しごと創生：以下を一体的に推進すること。 

  ま  ち … 国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営める社会の形成 

  ひ  と … 地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保 

  しごと … 地域における魅力ある多様な就業の機会の創出 
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総合計画との関係 

総合計画は、本市における行政運営の基本的な指針であり、総合計画に基づいて行政運営

を進めることを原則としています。 

 第３次総合計画では、各分野で取り組むまちづくりの目標を「政策」として定め、各分野

の政策のもとに、その実現に向けて中期的に取り組む「施策」を分野別・体系別に整理して

います。 

 一方、まち・ひと・しごと創生総合戦略は、清須市人口ビジョン（令和６年改訂版）で整

理した、本市の人口に関連して目指すべき将来の方向性を踏まえて、地方創生の実現に向け

た取組を分野横断的にまとめたものです。 

 各分野におけるまちづくりを効果的に進めるための基盤を整えるという点において、人口

に関する問題への対応は重要な政策課題です。 

 まち・ひと・しごと創生総合戦略 2025 に位置づけた取組は、行政運営の基本的な指針で

ある第３次総合計画と内容の整合を図りながら、重点的に取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 2025 の計画期間は、第３次総合計画の前期基本計画と

計画期間をあわせ、2025（令和７）年度から 2029（令和 11）年度までの５年度間としま

す。 

■第３次総合計画（基本計画）と総合戦略の計画期間 

 
2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

まち・ひと・しごと 
創生総合戦略 2025 

          

第３次総合計画 
（基本計画） 

          

《基本構想（政策）》 

各分野で取り組む 
まちづくりの目標 

《基本計画（施策）》 

各分野の政策の実現に向けて 
中期的に取り組む施策（達成 
度指標・施策の展開等)を設定 

《実施計画（事業計画）》 

施策の展開に即した事務事業について、
活動指標を設定し、予算編成連動させな
がら進捗を管理 

第３次総合計画 

《基本目標》 

地方創生の観点で目標を立て、数
値目標を設定 

《取組に関する基本的方向》 

政策分野ごとに、基本目標を達成する
ために実施する取組の方向性を設定 

 
《具体的な取組内容とＫＰＩ》 

取組の方向性に沿って、具体的な取
組と KPI（重要業績評価指標）を設定 

 

一体的に策定 

総合戦略 2025 

前期計画（５年度間） 後期計画（５年度間） 

５年度間 
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（２）３つの基本目標 

清須市人口ビジョン（令和６年改訂版）で提示する、本市が目指すべき将来の方向を踏ま

え、2025（令和７）年度以降の地方創生の実現に向けた基本目標を次のとおり設定します。  
 

本市が目指すべき将来の方向（清須市人口ビジョン） 

方向性① 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

方向性② シニア世代が元気でアクティブに暮らせる地域をつくる 

方向性③ 地域資源を生かして地域の活力を高める 

方向性④ 担い手の減少に適応した持続可能な地域をつくる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【基本目標①】 

結婚・出産・子育ての希望をかなえ 

「子育ての場」として選ばれる 

【基本目標②】 

市の強みを生かして「ひと」と 

「しごと」の流れをつくる 

【基本目標③】 

誰もが活躍できる持続可能で 

活力にあふれた「まち」をつくる 



4 

（３）基本目標の達成に向けた取組 

基本目標１ 結婚・出産・子育ての希望をかなえ「子育ての場」として選ばれる 

①取組の方向性 

人口減少に歯止めをかけ、持続的なまちの発展と地域の賑わいの創出を図るためには、定

住する若い世代の増加と出生率の上昇に向けた取組が必要です。これらの取組の充実によ

り、子育てをしている、あるいは、これから子育てを考える若い世代から、子どもを産み・

育てる場所として選ばれるまちの実現を目指します。 

■数値目標 

項  目 基準値 目標値 

20～40歳代の人口の社会増減数 
△102人 

《2022（令和４）年》 

±０人以上 

《2029（令和 11）年》 

合計特殊出生率（※） 
１．７８ 

《2018（平成３０）年 ～ 

202２（令和４）年の平均》 

１．８７ 

《2029（令和 11）年》 

清須市に住み続けたいと思う20～40歳代の

市民の割合 満足度（※） 

83.9% 

《2023（令和５）年度》 

基準値から増加 

《2028（令和１０）年度》 

※合計特殊出生率…15 歳から 49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。１人の女性が仮にその年次の年齢別出生率で

一生の間に子どもを生むとしたときの子どもの数に相当する。 

※満足度 …市民アンケート調査である「市民満足度調査」の結果を指標とするもの。以降のページも同様。 
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16.0

13.9
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5.6

4.4

2.3

8.3

0 10 20 30 40 50 60 70

子育てや教育にお金がかかりすぎるから

収入が不安定だから

育児の心理的、肉体的負担が大きいから

家事・育児の協力者がいないから

自分や配偶者の仕事に差し支えるから

欲しいけれどもできないから

保育園など子どもの預け先がないから

夫婦の年齢が高いから

自分や夫婦の生活を大切にしたいから

健康上の理由から

配偶者が望まないから

その他

今後予定している、もう少し先にしたい

不明・無回答

（％）

20・30・40歳代（ｎ＝639）
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②関連する統計データ 

本市における人口の社会増減は、近年の傾向をみると、特に 30 歳代～40歳代の転出が多

くなっており、併せて 10 歳未満の転出が増加していることから、子どもを抱える子育て世

代が、住居の購入などのタイミングで市外へ転出しているケースが多いことが予想されま

す。 

また、20歳代～40 歳代の意識をアンケート調査結果でみると、「若い世代にとって暮ら

しやすい清須市をつくるために充実すべきこと」について、「子育て支援」と回答した人の

割合が最も多く、子どもを持つことについては、子育て・教育にかかる経済的な負担や、心

理的・肉体的な負担に対する不安を抱えている人が多いことが分かります。 

 

■年齢５歳階級別社会増減数（男性）               ■年齢５歳階級別社会増減数（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：総務省「国勢調査」（平成 17 年、平成 22 年、平成 27 年、令和２年）をもとに作成 

 

■理想の子ども数を結果的に持てなかった場合の考えられる原因（20歳代～40歳代） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：清須市「第８回（令和５年度）市民満足度調査」 
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③取組に関する基本方針 

○ 若い世代が安心して結婚・出産・子育てを行うことができるよう、子育てにかかる経

済的負担や心理的・肉体的負担の軽減を図るため、子育て世代への支援や相談体制の充

実、保育の受入れ体制の整備を推進します。 

○ すべての子どもが健やかに成長することができる環境を整備するため、身近な場所で

の多様な居場所づくりを推進します。 

○ 市独自の子育て施策をはじめとする、清須市で子育てをすることの魅力についての情

報発信を行うなど、地域全体で子どもたちをはぐくむことができる「子育てのしやすい

まち」としての認知を広げる取組を推進します。 

 

④具体的な取組とＫＰＩ（重要業績評価指標） 

○ 子育て世代に対する経済的支援をはじめとする様々な支援施策や、子育てに関する包

括的な相談支援体制の充実を図ります。 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 基準値 目標値 

20～40 歳代の子育て支援に対する満足度 満足度 
46.3％ 

《2023（令和5）年度》 
基準値から増加 
《2028（令和10）年度》 

子ども家庭センター及び子育てコンシェルジュへ

の子どもに関する相談件数 

5,583 件（※） 
《2023（令和5）年度》 

7,200 件 
《2029（令和11）年度》 

※基準値は、子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点への子どもに関する相談件数 

○  民間事業者の誘致などを含めた多様な方法を検討し、保育の受入れ体制の整備による

保育ニーズの充足を図ります。 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 基準値 目標値 

保育園の入園待機児童数 
０人 

《2024（令和6）年4月1日》 
０人 

《2030（令和12）年4月1日》 

 

○ 支援制度の充実等により子どもの居場所づくりを推進し、子どもたちが安心して過ご

すことができる環境整備を行います。 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 基準値 目標値 

支援制度を活用した子どもの居場所の数 
３箇所 

《2024（令和6）年度（4月時点）》 
８箇所 

《2029（令和11）年度》 

  

○ 子育て支援情報サイトや、市公式 SNS など多様な媒体を活用し、「子育てのしやすい

まち」としてのＰＲを行います。 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 基準値 目標値 

子育て支援情報サイトの閲覧件数 
20,818 件 

《2023（令和5）年度》 
30,000 件 

《2029（令和11）年度》 
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基本目標２ 市の強みを生かして「ひと」と「しごと」の流れをつくる 

①取組の方向性 

本市が有する歴史・自然を中心とした地域資源を最大限に活用し、地域の魅力の発信・魅

力的なイベントの実施等による、交流人口の増加と市内経済の活性化に資する取組を推進し

ます。 

また、名古屋市に近接し、交通利便性が良い本市の強みを生かして、土地区画整理事業を

はじめとする市街地整備を推進するほか、企業立地にも積極的に取り組むことで、産業の活

性化・雇用の創出を図り、ひいては交流人口や定住人口の増加につながる、「ひと」と「し

ごと」が好循環を生み出す、魅力にあふれるまちの実現を目指します。 

■数値目標 

項  目 基準値 目標値 

市内の法人数（※） 
2,327件 

《2023（令和 5）年度》 

基準値から増加 

《2029（令和１１）年度》 

滞在人口率 （休日 14時、１５歳以上80歳未

満、年間平均）（※） 

1.00倍 

《2022（令和４）年》 

基準値から増加 

《202９（令和１１）年》 

※市内の法人数…市内に所在する営利活動を行う法人数。法人市民税の納税義務者数により把握。 

※滞在人口率…自治体の実際の人口に対して、どれだけの滞在人口があるかを表す指標であり、ここでは「RESAS 地域経済分

析システム」で公表されているものを用いている。具体的には、滞在人口（株式会社ＮＴＴドコモ・株式会社

ドコモ・インサイトマーケティング「モバイル空間統計®」）÷国勢調査人口（総務省「国勢調査」夜間人口）

で表される。 
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住宅の費用が高いから

子どもの教育を考えて

できるだけ親の近くに住みたいから

その他

不明・無回答

（％）

20・30歳代（ｎ＝404）

②関連する統計データ 

市民アンケートの結果によると、若い世代が清須市から転出する理由だと思うことについ

ては、「魅力的な店舗や飲食店がないから」や「清須市は職場から遠いから」が上位となっ

ており、魅力的な商業施設や働く場の充実が求められていることが分かります。 

また、本市の滞在人口率をみると、平日と比較して休日の滞在人口率が低くなっており、

休日を過ごす場所を市外に求める人が多い状況がうかがえます。 

 

■20歳代後半から30歳代が近くの市に転出する理由だと思うこと（20・３０歳代のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：清須市「第８回（令和５年度）市民満足度調査」 

 

■滞在人口の月別推移（2022年・14時・１５歳以上80歳未満） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「RESAS 地域経済分析システム」 
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③取組に関する基本方針 

○ 企業立地や創業支援の取組により、市内の産業の更なる活性化と、新たな雇用の創出

を図ります。 

○ 訪れて楽しめる、魅力的な地域となるよう、既存の観光資源や市の特産品といったコ

ンテンツの磨き上げや、魅力的な商業施設や飲食店等の充実に向けた検討により、交流

人口及び滞在人口の拡大を目指します。 

 

④具体的な取組とＫＰＩ（重要業績評価指標） 

○  企業立地を促進するための支援制度や、市内に立地を検討する企業への相談支援の充

実を図ります。 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 基準値 目標値 

企業への立地支援による企業立地件数（累計） － 10 件 
《2029（令和11）年度末まで》 

 

○  商工会等との連携により、創業支援セミナーや中小事業者を対象とした講習会などを

開催します。 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 基準値 目標値 

創業支援事業による創業件数 
11 件 

《2023（令和5）年度》 
20 件 

《2029（令和11）年度》 
 

○  清洲城やあいち朝日遺跡ミュージアムをはじめとする観光資源を活用した観光誘客

や、市公式 SNS などの多様な媒体を活用した効果的な観光情報の発信を行います。 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 基準値 目標値 

清洲城（有料）及びあいち朝日遺跡ミュージアム

の入場者数 

150,352 人 
《2023（令和5）年度》 

160,000 人 
《2029（令和11）年度》 
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推計値 実績値  

 

基本目標３ 誰もが活躍できる持続可能で活力にあふれた「まち」をつくる 

①取組の方向性 

人口減少を要因として生じる課題のひとつに、生産年齢人口の減少に伴う、地域住民の暮

らしを支える担い手不足の深刻化があります。 

今後、確実に訪れる本格的な人口減少局面への対応として、地域の担い手が減少していく

なかにあっても、住民の暮らしの満足度の維持・向上を図るため、積極的なＤＸ（デジタル

トランスフォーメーション）の推進によるＩＣＴの活用や、豊かな経験を持つ高齢者をはじ

めとする、地域貢献を望む市民・団体・企業等が充分に力を発揮することができる協働の仕

組みづくりにより、持続可能で活力にあふれるまちの実現を目指します。 

■数値目標 

項  目 基準値 目標値 

ブロックや自治会の活動に参加している市民

の割合 満足度 

35.6% 

《2023（令和５）年度》 

基準値から増加 

《2028（令和１０）年度》 

デジタル技術を活用した行政サービスの質の

向上ができていると思う市民の割合 満足度 

21.8% 

《2023（令和５）年度》 

基準値から増加 

《2028（令和１０）年度》 

 

②関連する統計データ 

人口減少と同時に少子高齢化が進展し、総人口に占める生産年齢人口の割合が減少してい

くことから、地域の暮らしを支える担い手の不足が深刻化していくことは明白です。 

そのような状況下にあっても、地域全体における暮らしの満足度の維持・向上を図るた

め、多様な主体との協働やＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進による、持続

可能な地域づくりが必要です。 

 

■年齢３区分別人口の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：実績値は「国勢調査」、 推計値は「国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和５年推計）」 
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③取組に関する基本方針 

○ 地域の多様な主体が役割を果たしながら助け合い・支え合える地域づくりを進めるた

め、その中心となって活動する人材を育てるとともに、地域コミュニティ活動や市民協

働等の活性化に向けた仕組みづくりを推進します。 

○ 高齢者が自身の役割や生きがいを持って暮らし続けることができるまちづくり進める

ことにより、シニア世代が有する高い能力や豊かな経験が地域社会に還元される地域づ

くりを推進します。 

○ 人口減少により、地域の担い手が減少していく中にあっても、住民サービスの質の維

持・向上を図るため、ＩＴ技術を活用したＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）

の推進に積極的に取り組みます。 

 

④具体的な取組とＫＰＩ（重要業績評価指標） 

○  多様な主体が参加することができる協働の仕組みづくりにより、ボランティア活動を

はじめとする地域活動の活性化を図ります。 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 基準値 目標値 

社会福祉協議会ボランティアセンター登録団体数 
92 団体 

《2024（令和6）年4月》 
基準値から増加 
《2030（令和12）年4月》 

地域情報共有プラットフォーム「タッチポイント

きよす」の登録団体数 
－ 76 団体 

《2030（令和12）年4月1日》 

  

○  高齢者がいつまでも元気に暮らせるよう、身近な場所での介護予防事業の充実を図る

とともに、地域活動の担い手となる人材の育成を図ります。 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 基準値 目標値 

地域活動を担う高齢者の養成人数（清須市民げん

き大学の卒業生の人数（累計）） 

164 人 
《2023（令和5）年度末》 

296 人 
《2029（令和11）年度末まで》 

 

○  デジタル技術を活用して、市民の利便性の向上や事務負担の軽減を図ります。 

ＫＰＩ（重要業績評価指標） 基準値 目標値 

デジタル技術を活用した新規事業又は業務改善数 

（累計） 
－ 10 事業 

《2029（令和11）年度末まで》 
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（４）マネジメントサイクル 

本市の行政運営マネジメントの基軸である第３次総合計画は、計画体系に即した行政評価

（施策評価・事務事業評価）を実施し、その結果を活用して、毎年度の事務事業の見直し

や、計画全体の見直しを行うサイクル（マネジメントサイクル）を構築しています。 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 2025 においても、第３次総合計画におけるマネジメン

トサイクルの仕組みを活用した進捗管理を行います。 

さらに、有識者等で構成する「まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議」において外部

の視点からの評価を行います。 

これらの評価結果を踏まえて、必要に応じて、まち・ひと・しごと創生総合戦略 2025 の

内容の見直しを行います。 




